第6回ＤＰＩ障害者政策討論集会　開催要綱

全てのいのちと尊厳が守られる社会に

◆　日　　　時 ： 
２０１７年１２月２日（土）１３：００より１６：３０まで

　　　　　　　　　　　　　  　　
１２月３日（日）０９：３０より１６：００まで

◆　会　  　場 ： 戸山サンライズ２階　研修室・会議室（東京都新宿区戸山1-22-1）

◆　参　加　費 ： 
参加費

３,０００円（介助者で資料が必要ない場合は無料）

 　　　　　      
弁当代
　　
１,０００円（２日目希望者のみ）

◇　主　　  催 ： 認定ＮＰＯ法人ＤＰＩ日本会議　

■■ プログラム（予定）　■■





（以下、敬称略）

１日目：１２月２日（土）（１３：００～１６：３０　受付開始１２：３０）

・開会式、主催者挨拶、来賓挨拶
・全体会「パラレルレポート作成に向けて～障害者権利条約の完全実施のためのパラレルレポート作成プロジェクト報告～」
　障害者権利条約の日本の建設的対話（審査）がおそらく2020年に行われる見通しである。昨年、日本政府は第一回国家報告書を提出し、次の焦点は市民社会からのパラレルレポートの準備に移っている。障害者コミュニティが作成するレポートでは、障害者権利条約が求める水準と日本の障害者に係る施策の現状との差を指摘することが求められている。DPI日本会議は、権利条約の規定に則し、障害者の声を盛り込んだレポート作成を目標に、キリン福祉財団の助成をいただき「障害者権利条約の完全実施に向けたパラレルレポート作成プロジェクト」を立ち上げた。主要条文について論点整理を行い、現場・当事者らから立法事実（事例）を収集し、レポート作成に向けた土台作りを行っている。ここまでの取り組みの報告と、主要論点についてディスカッションを行いたい。
■基調報告「パラレルレポート作成の意義」

　○報告者
野村　茂樹（弁護士）
■シンポジウム「パラレルレポート作成プロジェクトの報告と主要論点について」

　○シンポジスト
崔　栄繁（DPI日本会議議長補佐）
「一般的意見5（19条・地域生活）」　


一木　玲子（大阪経済法科大学客員研究員）「一般的意見4（24条・教育）」


臼井　久実子（欠格条項をなくす会事務局長）「一般的意見3（6条・障害女性）」


佐藤　聡（DPI日本会議事務局長）
「一般的意見2（9条・アクセシビリティ）」

池原　毅和（弁護士）

「一般的意見1（12条・法的能力）」

　○コーディネーター
尾上　浩二（DPI日本会議副議長、内閣府障害者施策アドバイザー）
■報告「ニュージーランド視察報告（ダスキンミドルグループ研修）」

　○報告者　　　　　　　　　斉藤　新吾（つくば自立生活センターほにゃら事務局長）
２日目：１２月３日（日）（９：３０～１６：００　受付開始９：００）　
午前の部　（９：３０～１２：００）
全体会「相模原障害者殺傷事件、二度と繰り返さないために私たちは何をすべきか」

2016年7月26日、19名の方が亡くなり、27名の方が重軽傷を負った戦後最大最悪の殺傷事件が相模原市の津久井やまゆり園という障害者入所施設で発生した。犯人は「障害者は不幸を生む」「安楽死させるべき」と述べており、今でもその考えは変わらないという。この事件の衝撃は障害当事者や関係者にとって計り知れない。なぜ事件は起きたのか、二度と繰り返さないために残された私たちは何をすべきなのか。今回は、障害当事者であり、東京大学で「障害」や「依存」などについての当事者研究をされている熊谷晋一郎さんに基調講演をしていただき、「何が事件を生んだのか」「残された私たち」が何をすべきかを考える。シンポジウムでは身体、知的障害を持つ当事者に、基調講演を受けての議論を深めてもらう。

■基調報告
○報告者

熊谷 晋一郎（東京大学先端科学技術研究センター准教授）

■パネルディスカッション

○パネリスト

鈴木治郎（神奈川県障害者自立生活支援センター理事長）、




小西　勉　（ピープルファースト会長）



藤原　久美子（自立生活センター神戸Beすけっと事務局長、

DPI女性障害者ネットワーク代表）
○コメンテーター

熊谷 晋一郎（東京大学先端科学技術研究センター准教授）

○コーディネーター
崔　栄繁（DPI日本会議議長補佐）

<昼食休憩12時～13時>

13時～16時　分科会
分科会１：地域生活「障害福祉サービスのアクセシビリティを考える～より使いやすい障害福祉サービスを目指して～」

　障害のある人の地域生活に欠かせない障害福祉サービスは、まだまだ不十分な点があるとはいえ、一定の拡充が図られてきた。しかし一方で、度重なる法律の改正や制度変更によって、制度の仕組みがより複雑化してきており、サービス利用者にとっても事業者にとっても、また行政にとっても使いにくい仕組みになっているという側面がある。現行制度をよりシンプルで使いやすい制度にすることは、利用者にとってのアクセシビリティ向上に加えて、複雑な制度を正しく使うためにかかる間接コストの解消にもつながる。本分科会では以上の視点を踏まえ、障害福祉サービスに係る様々な立場から制度のアクセシビリティについて考えていきたい。

○報告者　

大津　昭夫（厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課課長補佐）




白石　清春（あいえるの会理事長）




市川　裕美（STEPえどがわコーディネーター）

○コメンテーター

山下　幸子（淑徳大学総合福祉学部社会福祉学科教授）
○コーディネーター
今村　登（DPI日本会議事務局次長、STEPえどがわ理事長）

○司会


辻田　奈々子（DPI日本会議常任委員、リアライズ）

分科会２：雇用・労働「障害者の働く場の現状と課題～就労継続支援A型事業所を中心として～」
　通常の企業等で雇用・働くことが困難とされる障害者については、就労機会及び生産活動、その他の活動の機会を提供することにより、その知識や能力の向上を目的とする訓練を行うために就労支援事業、就労継続支援事業（A.B）としての働く場（福祉的就労）が国の制度として位置づけられている。そして、就労支援A型事業所（以下、A型事業所）は、この間、飛躍的に増加してきた。一方、A型事業所の中には、法制度の趣旨に反して、障害者への就労支援ではなく、劣悪な労働環境と不当な人件費の抑制により、給付金・補助金により儲けている事業所の存在を「悪しきＡ型」として、その問題が指摘されてきた。こうした状況を受けて、厚労省は、2015年9月8日に地方自治体に対して「指定就労継続支援A型における適正な事業運営に向けた指導について」を通知した。その後、経営悪化を理由に廃業し、障害者を大量に解雇するA型事業所が相次いでいる。こうした現状を踏まえ、本分科会では、A型事業所の現状と課題を検証しつつ、障害者の働く場の確保に向けて必要な取り組みを考え行動するための一歩とする。

■報告「就労継続支援A型の現状と課題」　
寺岡　潤（厚生労働省社会・援護局
障害福祉課課長補佐）
■シンポジウム「障害者就労支援の現状と課題」


　○シンポジスト
石田　長武（AJU自立の家

わだちコンピュータハウス副所長）


高田　嘉敬（新生会理事長）


白杉　滋朗（企業組合ねっこの輪代表理事）


松井　亮輔（法政大学名誉教授）

　○進行
西村　正樹（DPI日本会議副議長）
分科会３：障害女性「優生保護法が心と身体に跡（のこ）したもの〜障害女性の視点から」
　優生保護法（1948〜1996）は、戦後の日本社会に優生思想を根付かせた。今年2月に日弁連は、厚労大臣に宛てた意見書で、同法が優生手術などで障害者の生殖能力を奪い、子どもを産むか産まないかの自己決定権を侵害したことは憲法違反であると指摘した。母体保護法に改正された後も、影響は残る。その中で障害女性は、産み育てること、家族形成の権利をどう捉えてきたか、自分の身体を大切に思えているかを考え、これらの権利回復のために今後どう動くべきか？を討論する。（男性でもどなたでも参加できます）

■基調報告
米津　知子(SOSHIREN女(わたし)のからだから/DPI女性障害者ネットワーク)

■パネルディスカッション

　○パネリスト
佐藤　路子（仮名、優生手術被害者家族）


南雲　君江、川合 千那未（DPI女性障害者ネットワーク）
○全体司会　
藤原　久美子（自立生活センター神戸Beすけっと事務局長、

DPI女性障害者ネットワーク代表）
分科会４：国際協力「持続可能な開発目標(SDGs)達成と障害者の自立生活の実現」
　障害者権利条約の実施状況を監視する障害者権利委員会は、第18回障害者権利委員会（2017年8月開催）において、障害者権利条約第19条「自立した生活および地域社会への包容」の条文で使用される言葉の定義や権利委員会の考え方を示した「一般的意見第5号」を採択した。そこでは、津久井やまゆり園事件に象徴されるような施設中心の政策が完全に否定されている。国連が採択した2016年から2030年までに達成すべき「持続可能な開発目標（SDGs）」のテーマは「誰も取り残さない」である。施設や隔離された環境に障害者を取り残さないために、17の目標と169のターゲットのうち関係してものは多々あるはずである。今回はこの「一般的意見第5号」の学習を通して自立生活の権利とは何かを検証し、SDGsの取り組みの中で、障害者の自立生活がどのような関連を持ち、そしてどのように推進していくことができるのかを考察する。
■報告　「障害者権利条約19条自立生活と地域社会への包容に関する一般的意見（第5号）について」　

　○報告者
崔　栄繁（DPI日本会議議長補佐）
■ビデオ講義　「障害者権利条約19条の一般的意見に対する考察」

　○報告者
Judith Heumann（ジュディー・ヒューマン）（フォード財団　上級研究員）
※今集会のためにオリジナルで作成されたビデオです

その他、調整中
■グループワーク「SDGsと自立生活の権利に関するグループワーク」
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